
豊田市私立保育所施設整備費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、豊田市補助金等交付規則（昭和４５年規則第３４号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第４

項の規定により豊田市内に設置し、又は設置しようとする私立保育所の施設整備に対す

る補助金の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （補助金の交付目的） 

第２条 この補助金は、私立保育所の施設を整備することにより、施設の安全確保及び保

育環境の向上を図ることを目的とする。 

 

 （補助事業者） 

第３条 補助金の交付対象者（以下「補助事業者」という。）は、豊田市内において私立保

育所を設置し、又は設置しようとする社会福祉法人又は学校法人とする。 

 

 （補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付対象となる経費は、別表に定めるとおりとする。 

２ 補助金の額は、次の各号により算出した額の４分の３以内で、予算の範囲内とする。 

（１）創設、増築、増改築、改築及び老朽民間児童福祉施設整備 別表により算出した額 

（２）修繕・設備整備等及び借入金返済 別表により算出した額から寄付金その他の収入

額を控除した額 

 

 （端数処理） 

第５条 補助金の額の決定に当たっては、算出した額に千円未満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとする。 

 

 （事前協議） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（私立保育所の設置を目的とした社会福祉法人

又は学校法人を設立しようとする者を含む。以下同じ。）は、当該補助事業を実施する前

年度の市長が定める日までに、豊田市私立保育所施設整備費補助金協議書（様式第１号）

を提出しなければならない。ただし、入所児童の安全確保のため緊急的に必要と認めら

れるもの又は待機児童対策のため必要と認められるものについては、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、借入金返済事業は、返済２年目以降に対する補助に係る事

前協議については必要としない。 

 

 （補助金額の内示） 

第７条 市長は、前条の協議書を受理し補助金の交付を適当と認めたときは、豊田市私立

保育所施設整備費補助金内示額通知書（様式第２号）により、補助事業者に補助金の内

示額を通知するものとする。 



 

 （交付の申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者は、当該補助事業に係る入札後着手前までに、

豊田市私立保育所施設整備費補助金交付申請書（様式第３号）に関係書類を添えて提出

しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、借入金返済事業は、当該補助事業を実施する年度の市長が

指定する日までに提出しなければならない。 

 

 （交付の決定通知） 

第９条 市長は、前条の規定により交付申請があり、その内容を適当と認めたときは、予

算の範囲内において交付の決定をし、豊田市私立保育所施設整備費補助金交付決定通知

書（様式第４号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

（交付の条件） 

第１０条 この補助金の交付の決定は、次の条件が付されるものとする。 

（１）補助事業の内容のうち、建物等の用途を変更する場合及び補助事業に要する経費の

配分を変更する場合には、市長の承認を受けなければならない。 

（２）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になった場合

には、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。 

（３）補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業に

より取得し、又は効用の増加した価格が単価 30 万円以上の機械及び器具及びその他

財産については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 

年政令第 255 号。以下「適化法施行令」という。）第 14 条第１項第２号の規定によ

りこども家庭庁長官が別に定める期間を経過するまで市長の承認を受けないで当該

補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し又

は廃棄してはならない。 

（４）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につい

て証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を交付金の額の確定の日（補助事業

の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了

後５年間保管しておかなければならない。ただし、補助事業により取得し、又は効用

の増加した価格が単価３０万円以上の機械、器具及びその他の財産がある場合は、前

記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日又は適正化法施行令第 14 条第

１項第２号の規定によりこども家庭庁長官が別に定める期間を経過する日のいずれ

か遅い日まで保管しておかなければならない。 

（５）補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）

は豊田市私立保育所施設整備費補助金に係る消費税等仕入控除税額報告書（様式第９

号）により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度５月３０日ま

でに市長に報告しなければならない。なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組

織の一支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を



行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合

は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。また、補助金に係る

仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を市長に返還しなけ

ればならない。 

（６）市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の

全部又は一部を市町村に納付させることがある。 

（７）市長は補助金交付の目的を達成するために必要と認めたときは、（１）から（６）に

掲げる条件のほかに条件を付することができる。 

 

 （交付の除外要件） 

第１１条 第９条の規定にかかわらず、市長は、第８条の規定により補助金の交付の申請

をした者が次のいずれかに該当する場合は、交付の決定を行わないことができる。 

（１）法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法人にあっては

非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあっては法人の

役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあってはその者及び支店又は

営業所を代表する者をいう。以下同じ。）に暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴

力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規

定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景

として暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団関係者」という。）がいると認められ

るとき。 

（２）暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がその法人等の経営又は

運営に実質的に関与していると認められるとき。 

（３）法人等の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が

経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしていると認めら

れるとき。 

（４）法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若

しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

（５）法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関

係を有していると認められるとき。 

（６）法人等の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知

りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。 

 

 （計画変更） 

第１２条 補助事業者が、補助事業の内容を変更（廃止及び中止を含む。）しようとすると

きは、市長に豊田市私立保育所施設整備費補助金計画変更承認申請書（様式第５号）に

関係書類を添えて提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書を受理したときは、変更内容を審査し、適切と認め

たときは、第９条第１項による決定を変更することができる。 



 

 （変更決定通知） 

第１３条 市長は、前条第２項の規定により当該補助金の交付の変更を承認したときは、

豊田市私立保育所施設整備費補助金変更決定通知書（様式第６号）により、補助事業者

に通知するものとする。 

 

 （実績報告） 

第１４条 補助事業者は、補助事業が完了（廃止及び中止を含む。）したときは、完了の日

から起算して３０日を経過した日又は翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに、

豊田市私立保育所施設整備費補助金実績報告書（様式第７号）に関係書類を添えて提出

しなければならない。 

 

 （額の確定及び交付） 

第１５条 市長は、実績報告書が提出されたときは、その内容を審査し、適当と認めたと

きは、交付すべき補助金の額を確定し、豊田市私立保育所施設整備費補助金確定通知書

（様式第８号）により通知するものとする。 

２ 市長が特に必要と認めたときは、補助事業の完了前に補助金の全部又は一部を概算払

することができる。 

３ 補助事業が完了した場合において、当該補助事業の実施に要した経費の実績額（以下

「実績額」という。）が補助金交付決定額に満たなかったときは、補助金の額は実績額の

範囲内とする。 

 

（検査等） 

第１６条 市長は、必要があると認めたときは、補助事業者に対して、補助事業に関し必

要な検査をすることができる。 

 

 （関係書類の整理保存） 

第１７条 補助事業者は、補助金に係る収支を整理記帳し、その証拠書類、帳簿等を補助

事業の完了の翌年度から５年間整理保存しなければならない。 

 

 （交付決定の取消し又は補助金の返還） 

第１８条 市長は、補助事業者が規則若しくはこの要綱の規定、補助金の交付の決定に付

した条件、又は市長の指示に違反したときは、補助金の交付の決定額の全部若しくは一

部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させるものとする。 

 

（委任） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

   附 則 



 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（複数年度事業の特例） 

２ やむを得ない事情により補助事業が複数年度に及ぶ場合における第８条の規定によ

る２か年度目以降の交付の申請の適用については、「入札後着手前」とあるのを「４月１

日」と読み替えるものとする。ただし、第４条第２項第１号に規定する創設にかかる補

助事業に限る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年１０月１日から施行する。 

 （保育業務支援システム導入経費に係る特例） 

２ 第４条の規定にかかわらず、保育業務支援システム導入経費（国要綱「保育所等の業

務効率化推進事業実施要綱」３（１）に規定する事業の内容を満たすものに限る。）を、

補助金の交付対象とする。 

３ 保育業務支援システム導入経費の補助金の額は、国要綱「平成２８年度（平成２７年

度からの繰越分）保育対策総合支援事業費補助金（保育所等における業務効率化推進事

業及び保育士修学資金貸付等事業分）交付要綱」別表により算出した額の１０分の１０

以内で、予算の範囲内とする。 

４ 保育業務支援システム導入経費の補助金の交付を受けようとする者は、第６条の規定

にかかわらず、当該補助事業を実施する年度の１０月末日までに、豊田市私立保育所施

設整備費補助金協議書（様式第１号）を提出しなければならない。 

５ 前３項の規定は、平成２９年３月３１日限り、その効力を失う。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年１１月２８日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

 （保育業務支援システム導入経費に係る特例） 

２ 第４条の規定にかかわらず、保育業務支援システム導入経費（国要綱「保育所等業務

効率化推進事業（保育所等における ICT 化推進等事業）（令和３年度補正予算分）実施

要綱」３（１）（２）に規定する事業の内容を満たすものに限る。）を、補助金の交付対

象とする。 

３ 保育業務支援システム導入経費の補助金の額は、国要綱「令和４年度（令和３年度か

らの繰越分）保育対策総合支援事業費補助金（保育所等改修費等支援事業等（令和３年

度補正予算分）分）交付要綱」別表により算出した額の４分の３以内で、予算の範囲内

とする。 

４ 保育業務支援システム導入経費の補助金の交付を受けようとする者は、第６条の規定

にかかわらず、当該補助事業を実施する年度の１１月末日までに、豊田市私立保育所施



設整備費補助金協議書（様式第１号）を提出しなければならない。 

５ 前３項の規定は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年２月１日から施行し、令和５年９月１日から適用する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年３月２９日から施行し、令和５年８月２２日から適用する。



別表（第４条、第５条関係） 

事業区分 補助基準額 補助対象経費 

創設、増築、増改築、

改築及び老朽民間児童

福祉施設整備 

（ア）各年度における国要綱「就学前教育・保育施設

整備交付金交付要綱」別表１-１、別表１-２、別

表１-３、別表２-２で定める基準により算出した

基準額をそれぞれ合計した額を交付基礎額とす

る。 

（イ）別表１-１、別表１-２、別表１-３、別表２-２

で定める対象経費の実支出額と、総事業費から寄

付金その他の収入額を控除した額を比較していず

れか少ない方の額の合計に 2 分の 1 を乗じた額

（選定額）を算出する。 

（ウ）（ア）により算出した額と（イ）により算出し

た額を比較していずれか少ない方の額の合計に２

を乗じた額を交付基準額とする。 

各年度における国要綱「就学前教育・保育施設整備交

付金交付要綱」別表１-１、別表１-２、別表１-３、別

表２-２に規定する経費 

修繕・設備整備等 工事費又は工事請負費等の額 (1) １件５０万円以上の修繕等に要する経費 

(2) 園児の安全又は良好な保育環境の確保と、市立こ

ども園との格差是正を図るために市長が必要と

認めた修繕、設備整備等に要する経費 

借入金返済 借入金の返済金の額 施設整備に係る借入金の当該年度の返済金 

備考   １ 建築面積は、建築基準法施行令第２条第４項に規定する延べ面積とする。 

 


